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家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基

準を定める条例

職員の配置基準は。

研修等はどこが行うの

かとの質問に対し、職

員の基準は国の基準ど

おり定めている。研修

は県が行うとの答弁。

特定教育・保育施設及

び特定地域型保育事業

の運営に関する基準を

定める条例

質疑なし

放課後児童健全育成事

業の設備及び運営に関

する基準を定める条例

久賀地区で４年生以

上の希望があるのかと

の質問に対し、久賀地

区は当初から３年生ま

でと周知しているの

で、特にそのような要

望は届いていない。時

間の延長等の要望はあ

るので、今後検討して

いきたいとの答弁。

福祉課関係

福祉タクシー事業に

ついて、障害者及び高

齢者の交付状況はとの

質問に対し、障害者が

申請者数3 4 9人、発行

枚数8 , 9 7 6枚、高齢者

が申請者数1 , 2 1 3人、

発行枚数1 4 , 5 5 6枚で

あるとの答弁。

後期高齢者医療事業特

別会計

後期高齢者の医療費

は全国で何位になって

いるか質問に対し、直

近の2 4年度のデータ

によると一人当たりの

医療費は、全国平均が

9 0 7 , 4 9 7円、山口県が

1 , 0 0 6 , 1 5 3円で、高い

方から1 0番目である。

全国平均と比較する

と、金額で9 8 , 6 5 6円、

率で1 0 . 9％高いとの

答弁。

介護保険事業特別会計

山口県内他の市町と

の介護保険給付費と介

護保険料の比較につい

てとの質問に対し、２

４年度の資料により県

内の市町と比較する

と、年間１人当たりの

介護給付費は、県内で

は低いほうである。ま

た、第５期計画におけ

る介護保険料は県内で

も高い状況であるとの

答弁。

公営企業局企業会計

決算の審査意見書の

中に、経営改善に向け

た具体的な対応を早急

に開始されたい。また、

6 2億円の残高を有す

る施設整備基金は、経

常的な赤字補填にあて

るべきではないなどと

記載されているが、企

業局としてどのような

対応をするのか。また、

どのような意見を持っ

ているのかとの質問に

対し、外部の有識者及

び経営コンサルタント

と今後の方向性を話し

合う予定である。ただ

し、３病院・２老健・

１看護学校を堅持のう

えで、いかに収入を増

やし、いかに支出を減

らしていくか具体的な

目標を立てて、今後経

営改善を行っていく。

施設整備基金に関して

は、一般会計からの繰

り入れにも影響するの

で、町当局との話し合

いが必要になってくる

と思われる。また、毎

月施設長等会議も行っ

ており、その中でも経

営改善に向けて全職員

で取り組んでいるとの

答弁。また、石原公営

企業管理者より、３病

院・２老健・１看護学

校を堅持し、地域住民

に安全・安心な医療・

介護・福祉を提供する

ために、経営改善に全

力をあげ、親しまれ、

愛され、信頼される組

織になるよう職員一丸

となって努めてまいり

たい旨の報告があっ

た。
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付託された議案は、全件とも可決及び認定すべき

ものと決定。委員よりの質疑に対し、答弁のうち、

主なものについて報告する。


